
  

 

主権者教育の確立と投票機会の拡充を求める意見書 

 

 公職選挙法が改正され、選挙権年齢が18歳以上に引き下げられた。1945年に選挙

権年齢が20歳以上の男女とされて以来、70年ぶりの大改革である。 

18歳選挙権の実現は、若年層の社会参加、政治参加を推進させ、民主主義をさら

に発展させるためにも、大いに期待されるものである。 

 ついては、国におかれては、主権者教育の確立と投票機会の拡充を推進するため、

次の事項について強く要望する。 

 

１ 政治的中立性を担保した上で、初等中等教育段階から、国や地域、社会におけ

る現実の課題や争点について自ら考え、判断し、行動する能力を育てるための主

権者教育を推進する仕組みづくりを行うこと。 

 

２ 投票区にとらわれず駅や大学構内など、有権者それぞれが最も利便性が高いと

考える投票所の創設や期日前投票所の開閉時間の弾力化など、投票機会を拡大す

るためのハード整備を行うとともに、そのための適切な財源の確保と必要な法制

度の整備を推進すること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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